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新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を受けた緊急提言 

 

一昨日、首都圏の１都３県に新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が発出

された。今、わが国は、首都圏を中心とした新規感染者数の増加に加えて、地

方部でも感染が広がりやすい状況になりクラスターも多様化するなど、これま

でとは様相が異なってきており、各地で医療のひっ迫が見られる深刻な状況に

置かれている。 

我々４７人の知事は、緊急事態宣言が発出された１都３県の知事にそれ以外

の道府県の知事も協力し、一致結束してこれ以上の感染拡大を防ぐため全力を

尽くす決意である。 

ついては、政府におかれても、下記の項目について対処されるよう提言す

る。 

 

１．特措法・感染症法等の迅速な改正について 

〇 事業者への休業や営業時間短縮要請の実効性を担保するため、要請に対す

る遵守義務や、違反した場合の罰則・営業停止処分、事業者に対する協力金な

どの支援について、緊急事態宣言の発出される以前でも必要な対策がとれる

ようにすることも含め、新型インフルエンザ等対策特別措置法を改正するこ

と。なお、罰則に関しては、実際に適用する際の課題を含め指針やガイドライ

ンを示すなど検討を行うこと。 

〇 感染者の増加による医療がひっ迫している状況を踏まえ、緊急事態宣言発

出前であっても、臨時の医療施設を迅速に開設することができるよう規定を

整備すること。 

〇 感染者及び最前線で治療に当たる医療従事者、更には他の都道府県からの

来訪者や外国人等に対する偏見や差別、心ない誹謗中傷、人物の特定などの人

権が脅かされることのないよう、特措法及び感染症法に差別・偏見防止の規定

を設けること。 

〇 感染拡大を防止するためには、保健所による積極的疫学調査や健康観察、入

院勧告の遵守義務やこれらに対する罰則、民間検査で陽性となった本人によ

る保健所への連絡の義務化、宿泊療養施設や自宅での療養の法的根拠及び実

効性の確保、クラスター等複数の陽性者が発生した場合の知事の判断による

施設の名称等の情報の公表等に関する感染症法の改正を行うこと。 
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〇 都道府県知事が、保健所設置市も含め、管内全域を一元的に総合調整できる

よう、都道府県と保健所設置市の円滑な情報共有が行えるよう感染症法に規

定を設けるとともに、都道府県と保健所設置市の関係を含め法的位置づけの

再構成を検討すること。 

〇 これらの法改正については、１月 18 日の開会が想定されている次期通常国

会において、迅速に成立させること。 

 

２．緊急事態宣言・緊急事態措置について 

○ 国民・事業者が一体となって短期的・集中的に対策に取り組むため、営業時

間短縮要請をはじめとする緊急事態措置による感染拡大防止効果等について、

引き続き、わかりやすい丁寧な説明を行うとともに、都道府県全域のみならず、

一部地域等限定的な運用も認めること。 

○ 今後、首都圏以外の地域においても感染が拡大した場合には、当該地域の知

事の意見も踏まえ、緊急事態宣言の発出について迅速な対応を行うこと。その

際、各地域の緊急事態措置の周知や事業者への支援に係る予算措置等を行う

ため、宣言の発効までに一定の期間をおくこと。また、宣言解除に当たっては、

ステージⅡ相当まで確実に下げていくよう強力な対策を講じること。 

〇 飲食店等への営業時間短縮要請や働きかけの実効性を担保するため、新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「協力要請推進枠」の運用を拡

大し、要請対象の事業者への支援を充実させること。 

〇 特措法に基づく営業時間短縮要請の対象外業種（仕入れ先や遊興施設等）や

１都３県以外の事業者にも幅広く影響が及ぶことから、持続化給付金や家賃

支援給付金の再度の支給や要件緩和、雇用調整助成金の特例措置の延長、休業

支援金・給付金の延長や失業給付の充実、民間金融機関における実質無利子・

無担保融資の融資実行期間の延長や限度額の拡充、大企業とみなされ対象外

となる地方の中堅企業に対して中小企業と同様に政府支援策を適用すること

などを通じ、事業者や労働者等への支援を行うこと。 

○ 各地域の実情に応じた経済社会対策が必要であり、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金により確実な措置を講じ、その交付限度額を速

やかに明示すること。また、今後の感染状況も踏まえ、交付金の増額を必要に

応じて機動的に行うことに加え、来年度以降にも影響が及ぶことから、次年度

への継続支援を確実に行うこと。 
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○ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関して、「協力要請推

進枠」の 20％の地方負担に係る通常分の確実な交付を行うなど、休業や営業

時間短縮要請が円滑に行えるよう国として全面的な財政措置を行うこと。ま

た、飲食店以外に対しても、発令地以外の地域との取引も含めて国の財源措置

を検討すること。 

〇 緊急事態宣言が発出されている地域とそれ以外の地域との間の不要不急の

往来は自粛するよう呼びかけるとともに、テレワークや時差出勤の促進につ

いて、事業者への要請など法的措置も含め検討すること。 

○ 緊急事態宣言発出に伴い、Go To トラベル事業等の再開の延期も相まって、

経済に大きな影響が及ぶことが想定されるため、基金を活用した「緊急雇用創

出事業」を早期に創設することも含め、引き続き経済情勢を踏まえて機動的に

雇用創出・消費喚起対策や総需要対策を行うとともに、生産性向上や新たな付

加価値創出、産業の国内回帰、新たなビジネスモデルへの転換等に対する予算

措置を、地域独自の対策の支援も含め、十分に講じること。特に、大きな損失

を被るおそれがあるバス・鉄道・タクシー等の交通事業者や宿泊・飲食・土産

物店等の観光関連事業者に対し、手厚い経営支援を行うこと。また、Go To キ

ャンペーン事業については、感染状況などの地域の実情を踏まえ、運用変更前

に都道府県と十分な情報共有を図ることも含め、適切に運用するとともに、停

止に伴う減収に対し、キャンセル料の配分も含め、交通事業者、土産物事業者

等への手厚い支援を行うこと。 

 

３．医療提供体制や医療従事者の処遇改善について 

〇 新型コロナウイルス感染症患者の爆発的な急増により、重症者や死亡者も

増加し、通常医療にも支障が生じるなど、医療崩壊が懸念されることから、医

療体制の抜本的な強化に向けて早急に強力な追加的措置を行うとともに、感

染爆発時を想定した医療体制のあり方についても検討すること。 

〇 厳しい医療提供体制の状況に鑑み、新型コロナウイルス感染症患者を受け

入れる医療機関が十分な病床を確保し適切に対処できるよう、重症病床の確

保や要介護者・認知症患者への対応なども含め、支援の充実を図ること。また、

新型コロナウイルス感染症から回復した患者の転院を受け入れる医療機関に

対する診療報酬の更なる拡充等や、重点医療機関の施設要件について、病棟単

位ではなくフロア単位とするなど弾力的な運用を認めること。 
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〇 感染症患者の治療の現場を支える医療従事者に報いるため、慰労金の追加

給付や対象期間の延長、支給対象の拡大等処遇改善を図ること。 

〇 医師や看護師等への処遇改善のための新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金の補助上限額の引き上げについては、重点医療機関以外の医療機

関においても、クラスター発生時など新型コロナウイルス感染症対応のため

派遣されるケースもあることから、医療機関の通常の体制を確保するために

派遣した看護職員のほか、宿泊療養施設や社会福祉施設等に派遣される医療

従事者も含め当該措置の対象を拡大するとともに、派遣に係る財源措置の拡

充を図ること。また、医療従事者の派遣に伴い体制を縮小せざるを得ない派遣

元医療機関の減収に対しても支援を行うこと。 

○ 看護師等の負担軽減の観点から、清掃・消毒・リネン交換等の委託経費も新

型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とされているが、この措

置を実効性あるものとするためにも、国において業界団体等と連携して清掃

作業等を担える事業者の育成支援を行うなど積極的に対応すること。 

○ 多くの医療機関で新型コロナウイルス感染症患者の受入れの有無にかかわ

らず厳しい経営状況にあることから、医療機関の経営悪化へ歯止めをかける

よう、診療報酬のあり方も含め引き続き戦略的かつ継続的に対処すること。加

えて、薬局、健診機関、介護・福祉サービス、あん摩マッサージ・鍼灸・柔道

整復師等の事業所等についても、処方箋受付の減少や利用控えなどにより経

営上困難な状況であることから、経営安定化のための財政支援等についても、

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の拡充等を図ること。 

○ 診療・検査医療機関の拡充を図るため、新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金におけるスタッフに対する危険手当の創設や PCR 検査費用への補

助、スタッフの感染時の休業補償、事務職員を含む労災給付上乗せ補償の保険

料支援を行うこと。 

○ 保健師のみならず感染拡大地域への医師・看護師の応援派遣についても、い

かなる状況にも対応できるよう、国において総合調整をしっかりと行うとと

もに、その他の感染拡大地域支援も含め自衛隊の活用について機動的に実施

すること。 
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４．ワクチン接種及び保健所機能の確保等について 

〇 ２月下旬のワクチン接種の開始に向けて、市町村や医療機関等が連携して

円滑かつ迅速に実施することができるよう、副反応に関する情報や優先接種

の対象等を速やかに明確化し、現場と具体的な情報共有を速やかに行い、ワク

チン接種の意義並びに具体的情報を国民に対し周知・広報を行うとともに、自

治体窓口等への支援を行うこと。また、円滑な接種ができるような現場に適合

した全国共通のシステムの導入を急ぐとともに、東日本大震災の避難者も含

め漏れのない接種体制を確立すること。 

〇 ワクチン接種体制確保事業費国庫補助金に関する各都道府県・市町村の申

請可能な目安額が示されたが、所要額との乖離が大きい。接種記録や予約等に

係るシステム改修やコールセンターの設置、集団接種（優先接種含む）を実施

するにあたっての実施機関への協力金等も含め、接種体制の整備に係る費用

に地方の負担が生じないよう、地方自治体の意見も踏まえ、国の責任において

必要な措置を講じること。 

○ 供給について契約締結や基本合意に至っているワクチン３種類について、

それぞれ保管の条件や供給単位など取扱いが異なることから、国全体で早め

に接種体制を整えるとともに、確実かつ早急なワクチン接種を進めるため、供

給されるワクチンの種類や量、また供給時期についていち早く詳細にわたり

自治体に示すこと。 

○ 優先接種の対象については、医療従事者及び高齢者・障がい者などの社会福

祉施設、積極的疫学調査や宿泊療養施設の運営に携わる職員に加えて、新型コ

ロナ対応に携わる人が幅広く対象となるよう検討し、予防接種法に基づき都

道府県で弾力的に接種対象を認めるなど混乱を生じない運用とすること。 

○ 新型コロナウイルスを完全に制圧するため、政府は基金の創設など大胆な

資金投入を行い、国産ワクチン製造の支援も含め、必要十分なワクチンの確

保・供給を図るとともに、特効薬や治療法の確立を実現すること。また、治療

薬等の研究開発を行う企業に対し重点的な支援を行うほか、医薬品・医療機器

等の産業育成を戦略的に進めること。 

○ 医療現場の負担を減らすためにも根本的に感染者数を抑制することが必要

であり、積極的疫学調査や入院勧告などの重要な機能を保健所が円滑に行う

ことができるよう、国としても保健師の派遣や育成も含めた体制の充実・確保

を図ること。 
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○ 検査体制の充実について、検査技師等の人材育成を図ることも含め、必要な

体制の確保を図るとともに、幅広い検査により感染抑制につなげる各地域の

積極的検査を支援すること。 

〇 現下の感染拡大の実態を踏まえ、国において、国内でのウイルスの変異を常

時監視することにより、都道府県知事が迅速に対応できるよう、全国各地の新

型コロナウイルス検体の遺伝子分析を行い、国内の新型コロナウイルスの感

染力や世界各国で確認されている変異株との関係について解析し、感染力の

変化や特性などの新型コロナウイルスについての科学的・専門的情報を迅速

に提供すること。 

 

５．水際対策について 

〇 現在、都道府県が行っている入国者・帰国者に対する健康観察については、

対象人数の多さ、連絡の取りづらさ等から新型コロナウイルス感染症対策の

要である保健所の負担につながっているため、入国者・帰国者に対する健康観

察については、国の責任において行うなど、水際対策に係る地方自治体の負担

を軽減するとともに、入国時検査が不要である感染症危険情報レベル２の国

等からの入国の場合も含め、入国者・帰国者に関する情報を都道府県と共有す

ること。 

〇 世界各国での変異株の確認等を踏まえ、各国からの入国制限や入国時の待

機期間等の条件を必要に応じて見直すなど、世界各国の感染状況を踏まえ徹

底した水際対策を一層強化すること。 

 

６．誰ひとり取り残さない社会の構築について 

〇 感染者及び最前線で治療に当たる医療従事者、更には他の都道府県からの

来訪者や外国人等に対するデマの拡散、偏見や差別、心ない誹謗中傷、人物の

特定などの人権が脅かされることのないよう、国においても人権を守る対策

を強力に講じること。 

  また、地方の相談窓口の設置やネット監視業務等に対する財政支援を行う

とともに、国において感染者情報等の統一的な公表基準を定めること。 

○ 在住外国人に対しては、改めて感染対策を呼びかけるとともに、在住外国人

を雇用する派遣事業者や派遣先についても業種別ガイドラインを策定するな

ど、感染防止対策を徹底すること。 
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○ 子どもの貧困や児童虐待の潜在化などを踏まえ、子ども食堂をはじめ地域

で子育て支援を行う団体への支援を強化するとともに、ひとり親家庭への継

続的な支援や生活福祉資金貸付等の各種特例措置の継続、修学旅行実施への

配慮、大学生等の経済的負担の軽減や再び就職氷河期世代を生み出さないた

めの対策を講じるなど、将来世代等を応援するための対策を行うこと。また、

生活が困難な方を支える緊急小口資金等の特例貸付に係る償還免除等の具体

的な取扱いを早期に示すこと。 

○ 新型コロナに伴う離職者を支援するため、新たなスキルを習得するための

職業能力開発促進策の一層の拡充・強化を講じ、人手不足や成長分野への労働

力移動を図ること。 

○ 大学入試や就職の際に必要となる各種の国家試験等について、感染が確認

された場合等においても受験機会が最大限確保されるよう、国において、大

学・企業のオンライン試験環境も含め、関係機関への支援を行うなど環境整備

を図ること。 

〇 コロナ禍における自殺者が増加していることを踏まえ、国においても自殺

対策を強力に講じるとともに、交付金等の弾力的な運用を図ること。 
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